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令和６年度予算編成方針 

 

令和５年１０月１１日 
苓北町長 山 﨑 秀 典 

 

１．日本経済の現状と国・県の動向 

 日本経済の状況は、内閣府がまとめた令和５年９月の月例経済報告において、

「景気は、緩やかに回復している。」とされ、先行きについては、「雇用・所得環

境が改善する下で、各種政策の効果もあって、緩やかな回復が続くことが期待され

る。ただし、世界的な金融引締めに伴う影響や中国経済の先行き懸念など、海外景

気の下振れが我が国の景気を下押しするリスクとなっている。また、物価上昇、金

融資本市場の変動等の影響に十分注意する必要がある。」とされている。 
 政府はこのようななか、政策の基本的態度として、「「経済財政運営と改革の基

本方針２０２３」に基づき、３０年ぶりとなる高い水準の賃上げ、企業部門におけ

る高い投資意欲などの前向きな動きをさらに力強く拡大すべく、未来への投資の拡

大と構造的賃上げの実現に向けた新しい資本主義の取組を加速させる。燃料油価格

の激変緩和事業の新たな措置や延長された電気・都市ガス料金の負担軽減策等を着

実に実行していく。その上で、足元の急激な物価高から国民生活を守り抜くととも

に、地方・中堅中小企業を含めた持続的賃上げと地方の成長の実現や、成長力の強

化・高度化に資する国内投資促進に加え、人口減少を乗り越え変化を力にする社会

変革の起動・推進や、国民の安全・安心を確保する。」としている。 
 
熊本県においては、令和６年度予算編成方針は未だ公表されていないが、平成２

８年熊本地震（以下「熊本地震」という。）、新型コロナウイルス感染症（以下

「感染症」という。）、令和２年７月豪雨災害（以下「豪雨災害」という。）とい

う三重苦の逆境にあり、これまで経験したことのない危機のさなかにある。これま

で、これら３つの課題への対応を最優先に、迅速かつ躊躇なく、様々な取組みを進

めてきたが、引き続き感染症への対応は予断を許さず、熊本地震と豪雨災害からの

創造的復興についても道半ばであり、更なる取組みの加速化が必要である。一方

で、これらの課題に対応するため、累次の予算を編成しており、財政調整用４基金

は減少し、２つの災害への対応に伴い県債残高も漸増している。このようななか、

令和４年度予算編成方針と併せて策定した「中期的な財政収支の試算」（以下「中

期試算」という。）では、令和４年度以降５年間において、各年度１４億円から５

２億円、累計１８６億円の財源不足が生じ、県債残高は、今後も増加していくこと

が見込まれるなど、中長期的な財政状況も厳しい状況にある。 



- 2 - 

 

２．本町の財政状況と令和６年度予算編成 

本町の財政状況は、令和４年度一般会計決算における単年度収支が１２３，８６

９千円、積立金を加えた実質単年度収支は２８５，４０７千円、地方債残高は３，

７１８，９６０千円（後年度に全額地方交付税措置がなされる臨時財政対策債２，

５６４，５０１千円を除く）基金残高は１，９１１，７１１千円であった。歳入面

では、自主財源である固定資産税（現年課税分）１，０８８，６７７千円（前年度

比＋１７，１５７千円）、依存財源である普通交付税１，８４９，３０１千円（前

年度比△１９，３９６千円）、特別交付税１３１，１７３千円（前年度比＋９４４

千円）となった。 
歳出面では、社会保障経費や公債費の高止まり、公共施設等の維持管理及び修繕

費等により厳しい財政状況が続いている。また、今後も天草広域連合新ごみ処理施

設整備事業や苓北中学校校舎改築事業などの大型事業が予定されており、安定的な

財源確保へ向け、中長期的な視野で財政運営を行っていく必要がある。 
このような状況のなか、第７次苓北町振興計画では、地方債残高（一般会計）を

圧縮する目標を掲げている。また、令和３年度より「過疎地域の持続的発展の支援

に関する特別措置法」に基づく過疎地域に指定され発行可能となった過疎対策事業

債の有効活用が今後も期待される。 
そのような状況を踏まえ、令和６年度の予算編成においても令和３年度より導入

した枠配分方式により、別紙「予算編成要領」に基づき、「安心して住めるれいほ

く」「いきいきと暮らせるれいほく」「ふるさとと呼べるれいほく」の三つの目標

達成に向け、歳入面では町有財産の売却を含む有効活用や交流人口・関係人口の創

出・拡大及びふるさと納税制度の更なる拡充等による自主財源の確保及び国・県補

助金等による財源確保に努める。また、歳出面では、振興計画の見直し・変更に伴

う事業の選択、第２期苓北町まち・ひと・しごと創成総合戦略における令和４年度

効果・検証シートに基づく取組実績の評価と改善へ向けた取組・方向性に沿いなが

ら、各事業の費用対効果等の検証による経費抑制、デジタル化を含めた効率化及び

簡素化、職員一人ひとりのスキルアップによる人材育成、それに伴う行政サービス

の向上を目指し、持続可能な将来を見据えた創造性豊かな予算編成に努める。 


